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【労働法】

第1 はじめに

出産・育児等による労働者の離職を防ぎ、希望に応じて男女

ともに仕事と育児等を両立できるようにするため、育児休業、介

護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

及び雇用保険法の一部を改正する法律（令和３年法律第５８号。

以下「改正法」といいます。）が、令和３年６月９日に公布され、令

和4年4月から順次施行されます。改正法の施行により、出生時

育児休業が新設され、企業に対して、育児休業の周知、意向確

認の措置や育児休業取得状況の公表が義務付けられるなどの

対応が求められます。

そこで、本稿では、改正法による改正後の育児休業、介護休

業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平

成3年法律第76号。以下「法」といい、法施行規則（平成３年労

働省令第25号）を以下「施行規則」といいます。）の内容及び実

務対応を説明します。

第2 令和4年4月1日施行

 ■ 雇用環境整備

（1） 事業主の義務等

事業主は、労働者から育児休業と出生時育児休業（後記第３

のとおり、令和４年１０月１日より創設されます。）の申出が円滑に

行われるようにするため、以下のいずれかの措置を講じる義務を

負います（法２２条第１項、施行規則７１条の２）。

①育児休業・出生時育児休業に関する研修の実施

②育児休業・出生時育児休業に関する相談体制の整備等

③自社の労働者の育児休業・出生時育児休業取得事例の

　　収集・提供

④自社の労働者へ育児休業・出生時育児休業制度と育児

　　休業取得促進に関する方針の周知

なお、これらの措置は、複数の措置を講じることが望ましいとさ

れています（厚生労働省「子の養育又は家族の介護を行い、又

は行うこととなる労働者の職業生活と家庭生活との両立が図ら

れるようにするために事業主が講ずべき措置等に関する指針」

（平成２１年１２月２８日号外厚生労働省告示第５０９号）（以下

「指針」といいます。）第２・６（２））。

（2） 具体的な方法

雇用環境整備の具体的な方法については、厚生労働省

『「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の

福祉に関する法律の施行について」の一部改正について』
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（以下「通達」といいます。）において述べられており、①「研修の

実施」をする場合には、少なくとも管理職の者については研修を

受けたことのある状態にすべきものであること、研修の実施に当

たっては、定期的に実施する、調査を行う等職場の実態を踏まえ

て実施する、管理職層を中心に職階別に分けて実施する等の

方法が効果的と考えられています（通達第９・６（３））。また、②

「相談体制の整備等」をする場合には窓口を形式的に設けるだ

けでは足らず、実質的な対応が可能な窓口が設けられていること

を要し、労働者に対する窓口の周知等により、労働者が利用し

やすい体制を整備しておくことが必要とされています（同（４））。

③「事例の収集」をする場合は、提供する取得事例を特定の性

別や職種、雇用形態等に偏らせず、可能な限り様々な労働者の

事例を収集、提供することによって、特定の者が育児休業の申

出を控えることに繋がらないように配慮することが求められてお

り、収集した事例は、書類の配布やイントラネットに掲載して提供

することになります（同（５））。④「取得促進に関する方針の周知

とは、育児休業に関する制度及び育児休業の取得の促進に関

する事業主の方針を記載した書面の配布や、事業所内やイント

ラネットへ掲載等を行うものであることとされています（同（６））。

後記２（４）のとおり、妊娠・出産の申出をした労働者に対する

個別周知・意向確認のための措置の実施に際して、上司等が

育児休業制度等の利用を控えさせるような対応をすることや、不

利益な扱いを示唆したり、嫌がらせ等をすることは、職場における

育児休業等に関するハラスメントに該当しますので、研修等や

事例配布等を通じて、労働者から申出を受け取る側（管理職や

同僚）にも、育児休業・出生時育児休業制度を広く認識させて、

理解を得ることは、企業の負う職場における育児休業等に関す

るハラスメント防止措置を講じる義務の観点からも有効な対応で

あると思います。

 ■ 妊娠・出産（本人または配偶者）の申出をした

　　労働者に対する個別の周知・意向確認の措置

（1） 事業主の義務等

本人または配偶者の妊娠・出産等を申し出た労働者に対し

て、事業主は育児休業制度等に関する以下の事項の周知と休

業の取得意向の確認を、個別に行わなければなりません（法２１

条第１項、施行規則６９条の３）。

　①育児休業に関する制度

　②育児休業申出等の申出先

　③雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第６１条の６第１項

　　に規定する育児休業給付に関すること

　④労働者が育児休業期間及び出生時育児休業期間につい

　　て負担すべき社会保険料の取扱い

令和４年１０月以降に労働者から申出が行われた場合には、

出生時育児休業制度も併せて周知しなければならず、また、申出

が令和４年１０月より前に行われた場合であっても、子の出生が

令和４年１０月以降に見込まれるような場合には、出生時育児休

業制度も含めて周知することが望ましいとされています（通達第

９・１（９））

（2） 具体的な対応

周知の方法や意向確認の措置は、FAXや電子メール等を労

働者が希望しない限り、面談又は書面の交付（労働者が希望し

た場合には、FAX、電子メール等による方法でも可能）で行うこ

ととなります（仮に当該労働者が周知及び意向確認を不要とす

る旨の意思表示をしている場合には、面談を行わず書面の交付

（郵送によることも可能）で行うことも対応の一例として考えられ

ます。）（施行規則６９条の４）。

他方、取得を控えさせるような形での個別周知及び意向確認

の措置の実施は、法２１条第１項の措置の実施とは認められま

せん（通達第２・５の２（１））。
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なお、法令では、労働者による申出方法を書面等に限定して

いないため、事業主において特段の定めがない場合は口頭でも

申出が可能です。事業主が申出方法を指定する場合は、申出

方法をあらかじめ明らかにしておくことが必要です（厚生労働省

「令和３年改正育児・介護休業法に関するQ＆A（令和３年11月

３０日時点）（以下「Q＆A」といいます。）A２-７）。

（3） 育児休業、介護休業を理由とする不利益取り扱いの禁止

今回の改正により、労働者が妊娠・出産等の申出をしたこと、

後記第３・１の育児休業取得の申出をしたことを理由とする解雇

その他不利益な取扱いも禁止されます（法１０条、法21条第２

項）。例えば有期雇用労働者に対する雇止め、退職強要、正規

雇用労働者を非正規雇用労働者とするような契約内容の変更

の強要、自宅待機命令、労働者の意に反して所定外労働や深

夜業の制限・所定労働時間の短縮措置等を適用すること、降

格、減給等は「その他不利益な取扱い」に該当します（指針第

２・１１（２））。

（4） 職場における育児休業等に関する言動に起因する問題に

　   関する雇用管理上の措置等

事業主は、職場における育児休業等に関する言動に起因す

る問題（以下「職場における育児休業等に関するハラスメント」

といいます。）に関する雇用管理上の措置を講じる義務を負いま

す（法２５条）。労働者から妊娠・出産等の申出があった場合にお

ける個別の周知及び意向確認の措置の実施の際に労働者に

制度利用を控えさせる対応を行うことは法２１条第１項の措置の

実施とは認められないものである上、このような対応を行う場合

や、労働者が制度等（育児休業、育児休業制度）の利用の申出

等をしたところ、上司が個人的に請求等を取り下げるよういう場

合については、職場における育児休業等に関するハラスメントに

該当することになりますので、注意が必要です（通達第９・１５

（３）イ③、Q&A A８-２）。

 ■ 有期雇用労働者の育児休業取得要件の緩和　

　（労使協定締結の検討）

従前は、育児休業・介護休業ともに、有期雇用労働者の取得

要件として「引き続き雇用された期間が１年以上」が定められて

いましたが、改正法により、この点は要件としては廃止されます。

もっとも、無期雇用労働者と同じく、引き続き雇用された期間が

１年未満の場合は、労使協定において、育児休業、出生時育児

休業、介護休業の対象から除外することは可能ですので（法６条

第１項ただし書き）、労使協定を締結するかどうかについて、検討

する必要があります。なお、既に締結している労使協定において、

引き続き雇用された期間が１年未満の労働者について有期雇

用・無期雇用を問わない形で除外していた場合でも、有期雇用

労働者も含めて、引き続き雇用されていた期間が１年未満の労

働者について、法第６条第１項ただし書きに基づき当該申出を

拒む場合は、そのことについて、改めて労使協定を締結する必要

があります（Q＆A A４-３）。

第3 令和4年10月1日施行

 ■ 出生時育児休業制度及び育児休業の

　  分割取得の特徴

出生時育児休業制度は、「産後パパ育休制度」とか「男性版

産休」などと呼ばれるもので、子どもが生まれた直後の８週間以

内なら合計４週間まで育児休業を取得できるものです（法９条の

２から同条の５）。制度の特徴としては、制度の中で分割して２回

取得することが可能であることや、出生時育児休業と通常の育

児休業を別々に取得できることから、複数回に分けて育休を取

得することができるようになること、さらに、通常の育児休業の分

割取得の仕組みもスタートするため、出生時育児休業制度と
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合わせて最大４回に分けて育児休業をとれるようになります。

原則休業の２週間前までに申し出ることにより取得が可能で

あること、労使協定があれば本人の希望で休業中に就業し

たりといった柔軟な対応が可能になること等です。

【参照 厚生労働省リーフレット「育児・介護休業法改正ポイントのご案内」（令

和3年11月末時点版）（以下「厚生労働省リーフレット」といいます。）】

 ■ 出生時育児休業制度創設に備えた対応

出生時育児休業制度は、令和4年10月1日に施行されま

すが、企業は就業規則や育児介護休業規程を見直す必要

があるほか、事務手続の整備や、必要に応じて、下記の労使

協定の締結を検討しなければなりません。手続や検討に時間

を要することが想定されますので、施行に備え準備を進める

必要があります。

（1） 申出期限（労使協定締結の検討）

出生時育児休業は原則として2週間前までに申し出ること

とされておりますが、業務の引継ぎや調整のために申出時期

を早めたい場合、以下の事項を労使協定で定めることによ
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出生時育児休業（施行：R4.10.1～）
育児休業とは別に取得可能

育児休業
（施行：R4.10.1～）

分割して２回取得可能
（取得の際にそれぞれ
申出）

原則１か月前まで

原則就業不可

原則子が１歳（最長２
歳）まで

子の出生後８週間以内に４週間注）1まで
取得可能

原則休業の２週間前まで
（※下記2（１）参照）

分割して２回取得可能
（初めにまとめて申し出ることが必要）

労使協定を締結している場合に限り、労働
者が合意した範囲で休業中に就業すること
が可能（※下記2（２）参照）

対
象
期
間

取
得
可
能
日
数
申
出
期
限

分
割
取
得

休
業
中
の
就
業

注）1　取得可能日数の「4週間」については、各企業における既存の育児目
的のための休暇（法定の休暇を除く。）が、出生時育児休業取得日数以外の
要件を満たすものであれば、当該休暇の日数も含めて４週間が確保されれば
よいと解されます（通達第２・２１（４））。

り、１か月前までとすることができます（法９条の3第4項、施行

規則21条の7）。

①次に掲げる措置のうち、2以上の措置を講ずること。

　●雇用する労働者に対する育児休業に係る研修の実施

　●育児休業に関する相談体制の整備

　●雇用する労働者の育児休業の取得に関する事例の

　　  収集及び当該事例の提供

　●雇用する労働者に対する育児休業に関する制度及び

　　  育児休業の取得の促進に関する方針の周知

　●育児休業申出をした労働者の育児休業の取得が円

　　　滑に行われるようにするための業務の配分又は人員の

　　 配置に係る必要な措置

②育児休業の取得に関する定量的な目標を設定し、育児

　   休業の取得の促進に関する方針を周知すること。

　　「定量的な目標」は「数値目標」を意味しています。ま

　　た、法に基づく育児休業の取得率のほか、企業における

　　独自の育児目的の休暇制度を含めた取得率等を設定

　　すること等も可能ですが、少なくとも男性の取得状況に

　　関する目標を設定することが必要とされています（厚生

　　労働省リーフレット２６頁）。

③育児休業申出に係る当該労働者の意向を確認するた

　　めの措置を講じた上で、その意向を把握するための取組

　　を行うこと。

　　妊娠・出産の申出があった場合に意向確認の措置を行

　　うことは、この労使協定の締結にかかわらず、法律上の義

　　務であることは、前記第２・２で説明したとおりです。「意向

　　を把握するための取組」は、法律上の義務を上回る取組

　　とすることが必要であり、最初の意向確認のための措置の

　　後に返事がないような場合は、リマインドを少なくとも1回は
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① 
公表前事業年度（※1）においてその雇用する男性労働者が育児休業
等（※2）をしたものの数の割合 

公表前事業年度（※1）において、事業主が雇用する男性労働者であっ
て、配偶者が出産したものの数 

行うことが必要とされています（そこで、労働者から「まだ決められ

ない」などの返事がされた場合は、未定という形で把握）（厚生労

働省リーフレット２６頁）。

（2） 休業中の就業（労使協定締結の検討）

休業中の就業は、労使協定を締結している場合に限り、労

働者と事業主の合意した範囲内で、事前に調整した上で休

業中に就業することを可能とするものです（法９条の５第２

項）。出生時育児休業中に就業させることができる者につい

て労使協定で定める際は、「休業開始日の○週間前までに

就業可能日を申し出た労働者に限る」といった形で対象労

働者の範囲を規定することも可能です（Q&A Ａ6-8）。

具体的な休業中の就業手続きの流れは以下①～④のと

おりです。 

　①労働者が就業してもよい場合は、事業主にその条件を

　　申出（法９条の２）

　②事業主は、労働者が申し出た条件の範囲内で候補日・

　　時間を提示（候補日等がない（就業させることを希望し

　　ない）場合はその旨）（法９条の５第４項、施行規則２１条

　　の１５第４項）

　③労働者が同意（法９条の５第４項、第５項）

　④事業主が通知（なお、就業可能日等には上限がありま

　　す。）（法９条の５第4項、施行規則21条の16）

なお、事業主は労働者に対して、休業中の就業に関して、

休業中に就業を希望する旨の申出をしなかったこと、休業中

に就業を希望する旨の申出が事業主の意に反する内容で

あったこと、休業中の就業の申出に係る就業可能日等の変

更をしたこと又は当該申出の撤回をしたこと、休業中の就業

に係る事業主からの提示に対して同意をしなかったこと、休

業中の就業に係る事業主との同意の全部又は一部の撤回

をしたことを理由に解雇その他不利益な取扱いをすることは

禁止されています（法10条、通達第2・３９）。

また、労働者が休業中の就業可能日等の申出を行わない

場合や事業主の提示した日時に同意しない場合に、上司等

が解雇その他不利益な取扱いを示唆したり、嫌がらせ等をし

たりすることは、職場における育児休業等に関するハラスメン

トに該当します（通達第9・15（３）イ③）。

第4 令和5年4月1日施行（従業員
　　1000人超えの企業対象：育児
　　休業取得状況の公表の義務
　　付け）

育児休業の取得の状況の公表（法第22条の2）は、イン

ターネットの利用その他の適切な方法により、下記の①又は

②のいずれかの割合を公表する必要があります（施行規則

第71条の3、4）。

【引用：Q&A A9-2】

▶PROFILE

 

② 
公表前事業年度（※1）においてその雇用する男性労働者が育児休
業等（※2）をしたものの数及び小学校就学の始期に達するまでの
子を養育する男性労働者を雇用する事業主が講ずる育児を目的とし
た休暇制度（育児休業等及び子の看護休暇を除く。）を利用したも
のの数の合計数 

公表前事業年度（※1）において、事業主が雇用する男性労働者であ
って配偶者が出産したものの数 

公表前事業年度：
育 児 休 業 等：

公表を行う日の属する事業年度の直前の事業年度 
育児休業及び法第23条第２項又は第24条第1項の規
定に基づく措置として育児休業に関する制度に準ずる
措置が講じられた場合の当該措置によりする休業。  

※1
※2
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第5 おわりに

以上のとおり、企業の実務上の対応策のうち、雇用環境

整備、個別の周知・意向確認の措置、有期雇用労働者の育

児休業要件緩和に対する対策については、早急に対応する

必要があります。また、出生時育児休業制度の創設に伴う対

応（就業規則等の改訂、労使協定の締結等）についても、施

行日までに間に合うよう準備を行うことが必要です。

以上

▶PROFILE
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